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（県内における高齢者虐待の状況） 

 

高齢者虐待防止法の概要 
 

１ 目的 

高齢者虐待の防止等に関する国等の責務、高齢者虐待を受けた高齢者に対する保護のための措

置、養護者の負担の軽減を図ること等の養護者に対する養護者による高齢者虐待の防止に資する支援

のための措置等を定めることにより、高齢者虐待の防止、養護者に対する支援等に関する施策を促進

し、もって高齢者の権利利益の擁護に資することを目的とする。  

 

 

２ 定義 

 「高 齢 者」：６５歳以上の者 

 「高齢者虐待」：①養介護施設従事者等による高齢者虐待 

②養護者による高齢者虐待 

 

 

３ 高齢者虐待の類型 

① 身体的虐待、②介護放棄・放任（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐待、⑤経済的虐待 

 

 

４ 高齢者虐待防止法等に係る具体的な対応 

 

① 養介護施設従事者等による高齢者虐待 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 養護者による高齢者虐待 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 施行期日 

平成１８年４月１日 
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６ 高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査（厚生労働省調査） 

（1） 調査概要 

平成１８年４月１日に施行された高齢者虐待防止法に基づき、全国の市町村及び全国都道府県で行

われた「高齢者虐待への対応状況」について調査するもの。 

 

（2） 調査対象 

全国 1,741 市町村（特別区含む。）及び 47 都道府県 

 

（3） 調査内容 

令和５年度中に新たに相談・通報があった高齢者虐待に関する事例、及び令和４年度以前に相談・

通報があり、令和５年度において事実確認や対応を行った事例、市町村や都道府県における対応に関

する体制整備の実施状況等。 

 

 

７ 県内における高齢者虐待対応状況について 

養介護施設従事者等による虐待 ········· P３～７ 

養護者による虐待 ································· P８～１４ 
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養介護施設従事者等による虐待

○「養介護施設従事者等」とは
「養介護施設」又は「養介護事業」の業務に従事する者

○「養介護施設」とは
老人福祉法に規定される老人福祉施設（地域密着型施設も含む）、
有料老人ホーム、介護保険法に規定される介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、介護医療院、地域包括支援センター

（県内における高齢者虐待の状況）

1

相談・通報、虐待判断件数（全国）
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相談・通報、虐待判断件数（県）
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事実確認調査の結果（県）：虐待判断件数等、虐待の類型
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通報・相談件数 32件
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虐待の類型（複数回答）
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R５虐待事例（県）

（４）(3)(2)(1)R５

・90～94歳、女性
・要介護４
・自立度Ⅲ

・90～94歳、男性
・要介護５
・自立度Ⅲ

・90～94歳、女性
・要介護１
・自立度Ⅱ

・65歳未満障がい者、男性
・不明
・不明

・90～94歳、女性
・不明

・認知症だが、自立度不明

①被虐待者の状況
・年齢、性別
・要支援・要介護状態区分
・認知症日常生活自立度区分

身体的虐待
身体的虐待
（身体拘束あり）

心理的虐待経済的虐待②虐待の類型

特別養護老人ホーム
認知症対応型共同生活

介護
（住宅型）有料老人ホー

ム
小規模多機能型居宅介

護
③施設の種別

介護職介護職管理者管理職
④虐待を行った
従事者の職種

改善計画の提出
指導

改善計画の提出
指導

改善計画の提出
指導

改善計画の提出
指導

⑤市町村がとった措置

7

R５虐待事例（県）

(7)(6)(5)R５

・90～94歳、女性
・要介護２
・自立度Ⅲ

・95～99歳、女性
・要介護1
・自立度Ⅰ

・85～89歳、女性
・要介護４
・自立度M

・85～89歳、男性
・要介護２
・自立度Ⅱ

①被虐待者の状況

・年齢、性別
・要支援・要介護状態区分
・認知症日常生活自立度区分

心理的虐待
身体的虐待

心理的虐待
身体的虐待

心理的虐待②虐待の類型

認知症対応型共同生活
介護

小規模多機能型居宅介
護

認知症対応型共同生活
介護

③施設の種別

介護職（介護福祉士）介護職介護職（介護福祉士）
④虐待を行った
従事者の職種

改善計画の提出
改善計画の提出

指導
改善計画の提出

指導
⑤市町村がとった措置

8
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事故や苦情対応の体制が不十分

業務負担軽減に向けた取組が不十分

開かれた施設・事業所運営がなされていない

職員同士の関係・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝが取りにくい

職員が相談できる体制が不十分

介護方針の不適切さ
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経営層の虐待や身体拘束に関する知識不足
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業務環境変化への対応取組が不十分 R4 R5

※母数は虐待と判断された７件、複数回答

虐待の発生要因（県）

組織運営上
の課題

経営層
の課題
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職員の業務負担の大きさ

職員の性格や資質の問題
R4 R5

※母数は虐待と判断された７件、複数回答

虐待職員
の課題
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養護者による虐待

○「養護者」とは
「高齢者を現に養護する者であって養介護施設従事者等以外のも
の」であり、高齢者の世話をしている家族、親族、同居人等が該当
する。

（県内における高齢者虐待の状況）
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相談・通報、虐待判断件数（全国）
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相談・通報、虐待判断件数（県）
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※１件の事例に対し複数の者から相談・通報があった場合、それぞれの該当項目に重複して計上されるため、合計は相談・通報件数と一致しない。
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事実確認調査を行っていない事例

事実確認調査を行った事例

事実確認の実施状況（県）

（件）

※R5にはR4繰越件数の4件も含む。
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（件） （件）

【事実確認を行った事例（内訳】

█相談・通報を受理した段階で、
明らかに虐待ではなく事実確認調
査不要と判断した事例

□相談・通報を受理し、後日、事
実確認調査を予定している又は事
実確認調査の要否を検討中の事例

立入調査 立入調査以外

【事実確認を行っていない事例（内訳】

█警察同行 □援助要請なし █訪問調査
□関係者からの情報収集のみ15
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事実確認調査の結果（県）：虐待判断件数等、虐待の類型

□虐待判断に至らなかった事例

█虐待ではないと判断した事例

█虐待を受けた又は受けたと思わ
れたと判断した事例

（件）

身体的虐待

心理的虐待

介護等放棄

性的虐待

【虐待の類型（複数回答）】
※虐待を受けた又は受けたと思われたと判断した事例

（件）

16

経済的虐待
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被虐待者の状況（県）：被虐待者の性別、年齢
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【要介護認定状況】 【要介護認定区分】
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被虐待者の状況（県）：被虐待者の世帯構成、虐待者との同居

（人）

【被虐待者の世帯構成】【虐待者との同居・別居の状況】
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█虐待者とのみ同居
█虐待者及び他家族

と同居
□虐待者と別居

※その他１名

19
※その他２名

1

7

11

34

12

15

12

21

9

7

2

5

6
27

25

19

16

11

10

11

5

2

0 10 20 30 40

20歳未満

20-29歳

30-39歳

40-49歳

50-59歳

60-64歳

65-69歳

70-74歳

75-79歳

80-84歳

85-89歳

90歳以上

R4 R5

29

14

54

23

5
1

8
6

39

11

48

13

1
4

2
4

9

0

10

20

30

40

50

60

夫 妻 息
子

娘 息
子
の
配
偶
者
（
嫁
）

娘
の
配
偶
者
（
婿
）

兄
弟
・
姉
妹

孫 そ
の
他

R4 R5

虐待者の状況（県）：虐待者の続柄、年齢

【被虐待者から見た虐待者の続柄（複数回答）】

（人）

（人）

【年齢】

20
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6

7

9

12

15

17

18

23

28

33

35

37

37

39

44

45

54

0 10 20 30 40 50 60

ひきこもり

その他

周囲の声、世間体に対するストレスやプレッシャー

依存（アルコール、ギャンブル、関係性等）

障害疑い・疾病疑い

虐待者の外部サービス利用への抵抗感

家族環境（生育歴・虐待の連鎖）

飲酒の影響

孤立・補助介護者の不在等

他者との関係のとりづらさ・資源への繋がりづらさ

介護疲れ・介護ストレス

障害・疾病

知識や情報の不足

虐待者の介護力の低下や不足

被虐待者との虐待発生までの人間関係

理解力の不足や低下

精神状態が安定していない

虐待者の状況（県）：虐待者の発生要因や状況（複数回答）

（人）

R５

21

虐待事例への対応状況（県）：分離の有無（対応内訳、分離のしていない場合の対応）

（件）

（件）

（件）

【分離の有無】

※調査対象年度以前に事実確認した事例で、対応が対象年度となった事例も含む

【分離による対応の内訳】

【分離をしていない事例の対応の内訳（複数回答）】

22

R5R4

5451分離を行った

6075分離していない

15対応について検討・調整中

3028虐待判断時点で分離状態

88その他

R5R4

910契約による介護保険サービス利用

1010やむを得ない事由等による措置

86緊急一時保護

139医療機関への一時入院

610その他の住まい・施設等の利用

22虐待者を高齢者から分離（転居等）

64その他
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経過観察（見守り）

養護者に対する助言・指導

養護者が介護負担軽減のための事業に参加

被虐待高齢者が新たに介護保険サービスを利用

介保険サービスの、ケアプランを見直し

介護保険サービス以外のサービスを利用

その他

R4 R5
13



虐待事例への対応状況（県）：成年後見制度等利用状況、養護者への支援

【養護者支援の取り組み内容】

【成年後見制度、日常生活自立支援事業利用状況】 【調査対象年度末対時点での対応状況】

※調査対象年度以前に事実確認した事例で、対応が対象年度となった事例も含む

23
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R4末 R5末

対応継続 終結

（件）R4 R5

被虐待者数 167 153

成年後見制度

利用手続きなし 147 133

利用開始済(対象年度前） 3 2

利用開始済(対象年度内） 13 10

利用手続き中 4 8

(内数)市町村申立あり 16 16

市町村申立なし 1 2

日常生活自立支援事業

利用開始手続きなし 164 151

利用開始手続きあり 3 2

24
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市町村体制整備状況について

人数 人数 a直営 b委託
a相談、指導
及び助言

b通報または
届出の受理

c高齢者の安全
の確認、通報ま
たは届出にか
かる事実確認
のための措置

d養護者の
負担軽減の
ための措置

26 1052327 354469 12 58 14 13 11 10

実施済み 未実施

市町村数 24 2
構成割合(%) 92.3 7.7
市町村数 25 1
構成割合(%) 96.2 3.8
市町村数 17 9
構成割合(%) 65.4 34.6
市町村数 18 8
構成割合(%) 69.2 30.8
市町村数 18 8
構成割合(%) 69.2 30.8
市町村数 19 7
構成割合(%) 73.1 26.9
市町村数 20 6
構成割合(%) 76.9 23.1
市町村数 6 20
構成割合(%) 23.1 76.9
市町村数 8 18
構成割合(%) 30.8 69.2
市町村数 26 0
構成割合(%) 100.0 0.0
市町村数 26 0
構成割合(%) 100.0 0.0
市町村数 19 7
構成割合(%) 73.1 26.9
市町村数 23 3
構成割合(%) 88.5 11.5
市町村数 24 2
構成割合(%) 92.3 7.7
市町村数 15 11
構成割合(%) 57.7 42.3
市町村数 25 1
構成割合(%) 96.2 3.8

市町村数 22 4

構成割合(%) 84.6 15.4

市町村数 12 14
構成割合(%) 46.2 53.8
市町村数 8 18
構成割合(%) 30.8 69.2
市町村数 7 19
構成割合(%) 26.9 73.1
市町村数 13 13
構成割合(%) 50.0 50.0
市町村数 4 22
構成割合(%) 15.4 84.6
市町村数 12 14
構成割合(%) 46.2 53.8
市町村数 16 10
構成割合(%) 61.5 38.5
市町村数 23 3
構成割合(%) 88.5 11.5
市町村数 18 8
構成割合(%) 69.2 30.8

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応において、医療・福祉・法律専門職
等から支援を受けられる体制

養介護施設・事業所の事故報告や苦情相談、指導内容等の関係部署間での共
有

養介護施設従事者等による高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対応フ
ロー図等の活用

指導監督権限を有する施設・事業所における虐待防止の取組状況の把握（虐待
防止委員会等）

指導監督権限を有する施設・事業所おいて虐待防止の取組を促進させるための
リーダー養成研修等の開催

指導監督権限を有する施設・事業所への養介護施設従事者等による高齢者虐
待の未然防止、早期発見・早期対応等に関する周知

養護者による高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知  （調査対象
年度中）

介護サービス相談員派遣事業等による施設・事業所内、家庭内の介護サービス
状況等の確認

養介護施設従事者等による高齢者虐待に関して、サービス利用者や家族、地域
住民等への周知・啓発（ポスター、リーフレット等の作成・配布）

 終結した虐待事案の事後検証について

居宅において日常生活を営むのに支障がありながら、必要な福祉サービス及び
保健医療サービスを利用していない高齢者の権利利益の養護を図るための早
期発見の取組や相談等

虐待を行った養護者に対する相談、指導または助言

高齢者虐待対応・養護者支援が円滑にできるよう保健所、精神保健福祉セン
ター、発達障害者支援センター等の関係機関との連携強化

高齢者虐待対応・養護者支援が円滑にできるよう生活困窮者支援、DV担当課等
の役所・役場内の体制強化

老人福祉法の規定による措置を採るために必要な居室確保のための関係機関
との調整

高齢者虐待防止法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署担当
者との協議

成年後見制度の市区町村長申立が円滑にできるように役所・役場内の体制強化

地域における権利擁護・成年後見体制の整備に向けた中核機関の立ち上げ・体
制整備

民生委員、住民、社会福祉協議会等から
なる「早期発見・見守りネットワーク」の構築への取組

介護保険サービス事業者等からなる「保健医療福祉サービス介入支援ネット
ワーク」の構築への取組

行政機関、法律関係者、医療機関等からなる「関係専門機関介入支援ネット
ワーク」の構築への取組

居宅介護サービス事業者に高齢者虐待防止法について周知  （養護者による高
齢者虐待の未然防止、早期発見・早期対応等の必要性等、調査対象年度中

介護保険施設に高齢者虐待防止法について周知  （養護者による高齢者虐待の
未然防止、早期発見・早期対応等の必要性等、調査対象年度中）

養護者による高齢者虐待対応のマニュアル、業務指針、対応フロー図等の活

地域包括支援センター等の関係者への高齢者虐待に関する研修  （調査対象年
度中）

高齢者虐待について、講演会や市町村広報誌等による、住民への啓発活動
（調査対象年度中）

市町村における高齢者虐待防止法に基づく対応状況等に関する調査

～対応のための体制整備について～

市町村の概況と対応担当窓口について

1) 市町村
数

2) 人口
3) 65歳以上

人口
4) 地域包括支援センター
整備状況

5) 地域包括支援センターへの事務の
 一部又は全部の委託
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県における高齢者虐待防止の取組について  

 

１ 宮崎県高齢者虐待防止連絡会議の開催 

  (1) 会議の設置目的 

      宮崎県における高齢者虐待防止対策を総合的に推進するとともに、関係 

     機関の連携を図る。 

 

  (2) 令和５年度 

開 催 日 令和６年１月３１日（水） 

開催場所 宮崎県企業局庁舎１F 県電ホール 

議  事 

 

 

ア 県内における高齢者虐待の状況について 

イ 県における高齢者虐待防止の取組について  

ウ 意見交換 

 

  (3) 令和６年度 

開 催 日 令和７年１月３１日（金） 

開催場所 宮崎県防災庁舎 5 階 56 号室 

議  事 

 

 

ア 県内における高齢者虐待の状況について 

イ 県における高齢者虐待防止の取組について  

ウ 意見交換 

 

２ 高齢者虐待防止研修会の開催（委託事業） 

  (1) 事業目的 

    高齢者に関わる関係機関・団体の職員等を対象に、高齢者虐待防止のた 

     めの資質向上を図り、高齢者虐待防止を推進することを目的とした研修会  

 を開催する。 

 

 (2) 事業主体 

       宮崎県社会福祉協議会（宮崎県高齢者権利擁護支援センター）への委託 

     により実施 

 

  (3) 令和５年度実績 

   ① 市町村職員等に対する研修会 

開 催 日 令和５年６月２７日（火） 令和５年７月２５日（火） 

開催場所 オンライン オンライン 

対 象 者 

 

市町村職員、 

地域包括支援センター職員 

市町村職員、 

地域包括支援センター職員 

参加者数 81 名 65 名 
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研修内容 

 

 

ア 県からの報告 

イ 講義 

 「高齢者虐待防止法の理解と市

町村の責務」 

ウ 講義 

 「高齢者虐待対応と権利擁護」 

講義・演習 

「養護者による高齢者虐待

への対応について～事例

を踏まえて、帳票活用の

ポイント」 

 

     

   ② 養介護施設従事者等に対する研修会 

開 催 日 令和５年９月１３日（水） 令和５年９月２１日（木） 

開催場所 オンライン 

対 象 者 養介護施設従事者等 

参加者数 93 名 89 名 

研修内容 

 

 

ア 県からの報告 

イ 講義・演習 

 「身体拘束・虐待防止の教育方法について学ぶ」 

  

 (4) 令和６年度実績 

① 市町村職員等に対する研修会 

開 催 日 令和６年７月８日（月） 令和６年７月２２日（月） 

令和６年 8 月９日（金） 

開催場所 県福祉総合センター 県福祉総合センター 

宮崎市民プラザ 

対 象 者 

 

市町村職員、 

地域包括支援センター職員 

市町村職員、 

地域包括支援センター職員 

参加者数 ７７名 ９２名 

研修内容 

 

 

ア 県からの報告 

イ 講義 

 「高齢者虐待防止法の理

解と市町村の責務」 

ウ 講義 

 「高齢者虐待対応と基本

的な支援の視点」 

講義・演習 

「養護者による高齢者虐待への対

応について」 

 

 

     ② 養介護施設従事者等に対する研修会 

開 催 日 令和６年１１月１８日（月） 令和６年１１月２７日（水） 

開催場所 オンライン オンライン 

対 象 者 養介護施設従事者等 養介護施設従事者等 

参加者数 ７７名 ７４名 

研修内容 

 

ア 県からの報告  イ  講義・演習「虐待防止委員会の役割」

「不適切なケア」 
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３ 高齢者虐待対応支援事業の実施（委託事業） 

  (1) 事業目的 

    市町村による高齢者虐待事案への適切かつ迅速な対応が図られるよう支 

     援するとともに、市町村における高齢者虐待対応ネットワークの形成と機 

     能強化を図る。 

 

  (2) 運営主体 

    宮崎県社会福祉協議会（県高齢者権利擁護支援センター）への委託によ 

   り実施。 

 

  (3) 事業内容 

   ① 市町村等に対する相談対応 

          県高齢者権利擁護支援センターに相談員を配置し、市町村や地域包括 

    支援センター等からの高齢者虐待に関する相談に応じる。 

 

  ② 高齢者虐待対応専門職チームによる相談対応等 

         市町村及び地域包括支援センターからの要請に基づき、県高齢者権利 

   擁護支援センターが必要と認める相談事例について、県弁護士会と県社 

      会福祉士会で構成する「高齢者虐待対応専門職チーム」が助言等を行 

   う。また、市町村等が主催する高齢者虐待に関する研修会に、講師とし 

   て高齢者虐待対応専門職チームを派遣する。 

 

③ 市町村との意見交換会の実施 

   市町村における高齢者虐待防止や対応の課題を確認し、今後の支援の 

 在り方の参考とする。 

 

  (4) 事業実績 

  ①  市町村等に対する相談対応 

項  目 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

市町村、地域包括支援センター等からの相談 54 件 49 件  ７件 

      ※令和 6 年度は１２月末日までの実績 

 

ア 高齢者虐待対応支援事業の活用を図るため、各市町村における虐待

対応の体制等に関する相談に対応している他、市町村や地域包括支援セ

ンターの訪問も実施している。 

 

イ 市町村、地域包括支援センター等からの相談（電話、 FAX、メール

等）に応じ助言を行った。 
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  ② 高齢者虐待対応専門職チームによる相談対応等 

                 項  目 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

高齢者虐待対応専門職チーム派遣 2 件 1 件 2 件 

高齢者虐待対応専門職チームによる電話

（FAX）相談 

10 件 

 

8 件 

 

6 件 

 

講師派遣 7 件 11 件 13 件 

      ※令和 6 年度は１２月末日までの実績 

      

ア 市町村からの要請に基づき、高齢者虐待対応専門職チームをケース 

検討会等へ派遣した。 

 

イ 市町村等からの相談（電話、 FAX、メール等）に応じ、専門職派遣

チームによる即効性のある回答を行った。 

 

ウ 市町村等が主催する高齢者虐待に関する研修会に、講師として高齢

者虐待対応専門職チームの会員を派遣し、理解促進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 （高齢者虐待対応専門職チームの派遣について） 

 

 

 

 

 

 ①市町村から高齢者権利擁護支援センターへ専門職チームの派遣を要請 

 ②高齢者権利擁護支援センターで受付、事案の情報整理等の実施 

 ③高齢者権利擁護支援センターと専門職チームとの協議の上、困難な事案

で専門職チーム派遣が必要な事案について派遣を決定 

 ④派遣前に専門職チームで対応協議 

 ⑤市町村へ専門職チームを派遣 

 

 

③  市町村との意見交換会（令和６年度予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

開催日 会場 参加者 

令和７年３月  オンライン 市町村、地域包括センター 

市町村

（派遣要請）

②高齢者総合支援センター

（受付、事案の情報整理）

④高齢者虐待対応専門職チーム

（対応協議、派遣等の調整等）

①

要請 ③協議

⑤派遣（弁護士、社会福祉士）
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４ 高齢者虐待防止の啓発（委託事業） 

 ① 出前講座の実施 

高齢者虐待の防止や成年後見制度の活用を図るため、広く県民に学習機 

会や情報を提供し、高齢者が安心して暮らすことができるまちづくりを支 

援するため、団体・グループ等を対象に出前講座を実施した。 

項  目 R4 年度 R5 年度 R6 年度 

高齢者虐待防止、成年後見制度の活用

や手続き、セルフネグレクト等 

5 件 

（136 人） 

9 件 

（271 人） 

4 件 

（70 人） 

      ※令和 6 年度１２月末までの実績 

 

 ② 高齢者権利擁護の普及啓発  

   ア 高齢者の権利擁護及び虐待予防を啓発するチラシを作成し高齢者

の権利擁護に関する出前講座等で配布し、高齢者の権利擁護に対する意識

啓発を図った。（作成部数：1,000 部） 
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意見（委員提出） 
 

１ 介護支援専門員の虐待対応の現状について 

 

 

相談者 宮崎県介護支援専門員協会 大石委員 

内  容 宮崎県介護支援専門員協会では、地域共生社会に向け包括支援の中で、介護支援専

門員が直面する課題も、多様化・複雑化していることを踏まえ、ヤングケアラー難病、高齢

者虐待防止をテーマにした研修の開催により啓発活動を実施している。 

研修後に、「思い切って通報してみます」という意見もあり、啓発活動の重要性を感じてい

るところ。 

又、住宅型有料老人ホームで発生している虐待事案については、家族と施設との間で

ケアマネが板ばさみになり、「施設を出すわけにはいかない」という家族の意向が強く通報

できないケースもあった。 
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